
 

 

 

 

 

 

 （素案）  

北九州市感染症予防計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北九州市 



 

第１章 総論 

第１  計画の基本的事項                ・・・１ 

１  計画改定の背景・趣旨               ・・・１ 

２  計画の位置付け                 ・・・１ 

第２  感染症の予防の推進の基本的な方向          ・・・２ 

１  事前対応型行政の構築と福岡県感染症対策連携協議会    ・・・２ 

２  市民一人一人に対する感染症の予防及び治療に重点を置いた対策 ・・・２ 

３  人権の尊重                   ・・・２ 

４  健康危機管理の観点に立った迅速かつ的確な対応      ・・・２ 

５  特定病原体等を適正に取り扱う体制の確保         ・・・３ 

６  予防接種の推進                 ・・・３ 

第３ 基本的な方向へ取組を進めるためのそれぞれの役割     ・・・４ 

１ 市の役割                   ・・・４ 

２ 市民の役割                   ・・・４ 

３ 医師等の役割                  ・・・４ 

４ 獣医師等の役割                 ・・・５ 

 

第２章 各論 

第１  感染症の発生の予防のための施策に関する事項       ・・・６ 

１ 基本的な考え方                 ・・・６ 

（１） 事前対応型行政の構築を中心とした感染症対策       ・・・６ 

（２）日常行われるべき施策及び関係機関等との連携       ・・・６ 

（３）予防接種                   ・・・６ 

２ 感染症発生動向調査                ・・・６ 

３ 結核に係る定期の健康診断              ・・・７ 

４ 食品衛生対策との連携               ・・・８ 

５ 生活衛生対策及び環境衛生対策との連携         ・・・８ 

６ 検疫所との連携                 ・・・８ 

７ 関係機関及び関係団体との連携            ・・・９ 

８ 保健所及び保健環境研究所等の役割          ・・・９ 

９ 北九州市感染症対策連絡会             ・・・９ 

 

第２ 感染症のまん延の防止のための施策に関する事項      ・・・１０ 

１ 基本的な考え方                 ・・・１０ 

（１） まん延防止対策の基本方針              ・・・１０ 

（２）感染症に関する情報の提供による予防啓発        ・・・１０ 

目 次 



 

（３）情報の公表                   ・・・１０ 

（４）人権の尊重                   ・・・１０ 

（５）感染症発生動向調査等により収集された情報の活用      ・・・１０ 

（６）感染症の集団発生時における連携体制          ・・・１０ 

（７）広域的な感染症のまん延時における連携体制        ・・・１０ 

（８）臨時の予防接種                 ・・・１１ 

２ 検体の採取等、健康診断、就業制限及び入院        ・・・１１ 

（１） 対人措置における留意点              ・・・１１ 

（２）検体の採取等における留意点             ・・・１１ 

（３）健康診断の勧告等における留意点           ・・・１１ 

（４）就業制限における留意点              ・・・１１ 

（５）入院の勧告等における留意点             ・・・１２ 

（６）退院請求への対応                ・・・１２ 

３ 感染症の診査に関する協議会             ・・・１２ 

４ 消毒その他の措置                 ・・・１２ 

５ 積極的疫学調査                 ・・・１２ 

６ 指定感染症への対応                ・・・１３ 

７ 新感染症への対応                ・・・１３ 

８ 食品衛生対策との連携               ・・・１３ 

９ 生活衛生対策及び環境衛生対策との連携         ・・・１４ 

10 検疫所との連携                 ・・・１４ 

１１ 関係機関及び関係団体との連携            ・・・１４ 

12 北九州市健康危機対策（警戒）本部の設置         ・・・１４ 

 

第３ 感染症に係る医療を提供する体制の確保に関する事項   

                      ・・・１５ 

１ 基本的な考え方                 ・・・１５ 

２ 本県における感染症に係る医療を提供する体制       ・・・１６ 

(1) 第一種感染症指定医療機関             ・・・１６ 

(2) 第二種感染症指定医療機関             ・・・１７ 

(3)集団発生時等における一般医療機関 への入院        ・・・１７ 

３ 本県における新興感染症に係る医療を提供する体制      ・・・１７ 

（１）医療措置協定                  ・・・１７ 

(２) 第一種感染症指定医療機関             ・・・１８ 

(３) 第二種感染症指定医療機関             ・・・１８ 

（４）後方支援及び人材派遣               ・・・１８ 

県において定める事項 



 

(５) 流行初期医療確保                ・・・１８ 

（６）公的医療機関等、特定機能病院及び地域医療支援病院     ・・・１８ 

（７）高齢者施設等に対する医療支援体制          ・・・１９ 

(８) 医薬品等の備蓄等                ・・・１９ 

４ その他感染症に係る医療の提供のための体制        ・・・１９ 

５ 関係機関及び関係団体との連携            ・・・２０ 

 

第４ 感染症の患者の移送のための体制の確保に関する事項    ・・・２１ 

１ 基本的な考え方                 ・・・２１ 

２ 市における感染症の患者の移送のための体制        ・・・２１ 

３ 関係機関及び関係団体との連携            ・・・２１ 

 

第５ 宿泊療養体制の確保に関する事項    ・・・２０          ・・・２２ 

１ 基本的な考え方                 ・・・２２ 

２ 本県における宿泊療養体制の確保           ・・・２２ 

３ 関係機関及び関係団体との連携            ・・・２２ 

 

第６ 新型インフルエンザ等感染症又は新感染症外出自粛対象者の 

療養生活の環境整備に関する事項           ・・・２３ 

１ 基本的な考え方                 ・・・２３ 

２ 市における外出自粛対象者の療養生活の環境整備      ・・・２３ 

３ 関係機関及び関係団体との連携            ・・・２３ 

 

第７  感染症の予防又はまん延防止のための総合調整・指示の方針に 

関する事項                  ・・・２５ 

１ 基本的な考え方                 ・・・２５ 

２ 本県における感染症の予防又はまん延防止のための総合調整・ 

指示の方針                   ・・・２５ 

 

第８ 感染症対策物資等の確保に関する事項    ・・・２３        ・・・２７ 

１ 基本的な考え方                 ・・・２７ 

２ 本県における感染症対策物資等            ・・・２７ 

 

第９ 感染症及び病原体等に関する情報の収集、調査及び研究に 

関する事項                   ・・・２８ 

１ 基本的な考え方                 ・・・２８ 

県において定める事項 

県において定める事項 

県において定める事項 



 

２ 情報の収集、調査及び研究の推進           ・・・２８ 

３ 関係機関及び関係団体等との連携           ・・・２８ 

 

第１０ 病原体等の検査の実施体制及び検査能力の向上に関する事項  ・・・２９ 

１ 基本的な考え方                 ・・・２９ 

２ 市における病原体等の検査の推進           ・・・２９ 

３  市における総合的な病原体等の検査情報の収集、分析及び公表の 

ための体制の構築                 ・・・２９ 

４ 関係機関及び関係団体との連携            ・・・３０ 

 

第１１ 感染症の予防に関する人材の養成及び資質の向上に関する事項 ・・・３１ 

１ 基本的な考え方                 ・・・３１ 

２ 市における人材の養成及び資質の向上          ・・・３１ 

３ 医療機関等における感染症に関する人材の養成及び資質の向上  ・・・３１ 

４ 医師会等における感染症に関する人材の養成及び資質の向上   ・・・３２ 

５ 関係機関及び関係団体との連携            ・・・３２ 

 

第１２ 感染症の予防に関する保健所の体制の確保に関する事項    ・・・３３ 

１ 基本的な考え方                 ・・・３３ 

２ 市における感染症の予防に関する保健所の体制の確保のための 

方策                     ・・・３３ 

３ 関係機関及び関係団体との連携            ・・・３３ 

 

第１３ 感染症に関する啓発及び知識の普及並びに感染症の患者等の 

人権の尊重に関する事項              ・・・３４ 

１ 基本的な考え方                 ・・・３４ 

２ 感染症に関する啓発及び知識の普及並びに人権の尊重のための 

方策                     ・・・３４ 

３ その他の方策                  ・・・３４ 

４ 関係機関との連携                 ・・・３４ 

 

第１４ 緊急時における感染症の発生の予防及びまん延の防止、 

病原体等の検査の実施並びに医療の提供のための施策 

（国及び地方公共団体連絡体制の確保を含む。）に関する事項  ・・・３５ 

１ 緊急時における感染症の発生の予防及びまん延の防止並びに 

医療の提供                   ・・・３５ 



 

２ 緊急時における地方公共団体相互間の連絡体制       ・・・３５ 

３ 関係機関及び関係団体との連絡体制           ・・・３５ 

 

第１５ その他感染症の予防の推進に関する重要事項 

                      ・・・３６ 

１ 施設内（院内）感染の防止              ・・・３６ 

２ 災害防疫                   ・・・３６ 

３ 動物由来感染症対策                ・・・３６ 

４ 外国人に対する適用                ・・・３７ 

５ 薬剤耐性対策                  ・・・３７ 

６ その他総合的な対策の推進を図る必要がある特定の感染症   ・・・３７ 

 

第１６ 感染症に係る医療を提供する体制の確保その他感染症の発生を 

予防し、又はそのまん延を防止するための措置に必要な体制の確 

保に係る目標に関する事項             ・・・３９ 

１ 市における数値目標                ・・・３９ 

２ 県における数値目標                ・・・３９ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県において定める事項 



 

1 
 

第１章 

第１ 計画の基本的事項 

１ 計画策定の背景・趣旨 

明治３０年の伝染病予防法制定以来、百年余りが経過し、この間、医学医療の進

歩や衛生水準の著しい向上、人権の尊重など感染症をとりまく状況は大きく変化しま

した。このため、平成１０年に、これまでの感染症の予防に関する施策を抜本的に見直

し、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（以下、「感染症法」

という。）が制定され、その後も状況に応じた改正が行われています。 

こうした中、令和元年１２月に、中華人民共和国湖北省武漢市において、原因不明

の肺炎の集団感染が発生しました。のちに COVID-19（新型コロナウイルス感染症）

と命名されたこの感染症の拡大により、我が国をはじめ世界各国の社会経済活動は

大きく混乱しました。北九州市（以下、「市」という。）でも想定を大きく超える感染の波

が繰り返され、そのたびに、医療提供体制や保健所体制に大きな影響を与えました。 

この北九州市感染症予防計画（以下、「本計画」という。）は、こうした新型コロナウ

イルス感染症への対応を踏まえ、令和４年１２月に改正された感染症法において、国

が策定する「感染症の予防の総合的な推進を図るための基本的な指針（以下、「基本

指針」という。）」及び都道府県が策定する感染症の予防のための施策の実施に関す

る計画の記載事項が充実されたほか、保健所を設置する市及び特別区においても、

新たに予防計画を策定することが義務付けられたことを受け、策定するものです。 

 

２ 計画の位置付け 

（１） 本計画は、福岡県が定める感染症予防計画（以下、「県予防計画」という。）に即

して、感染症法第１０条第１４項に基づき、保健所設置市において策定する計画で

あり、感染症法の基本理念を受け、市民、医師、獣医師等及び行政が各々の役割

分担と協力のもとに、感染症対策を推進していくため、基本的な考え方や施策の

基本的な方向等を明らかにするものです。 

 

（２） 感染症対策に関する各施策は、本計画、福岡県感染症予防計画、新型インフル

エンザ等対策特別措置法（平成２４年法律第３１号。以下、「特措法」という。）に基

づく北九州市新型インフルエンザ等対策行動計画等とそれぞれ整合を図り、基本

的な方向に沿って実施されます。 

 

（３） この計画は、国の「基本指針」の改正や、「県予防計画」が変更された場合には、

必要に応じて市においても見直すこととします。 
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第２ 感染症の予防の推進の基本的な方向 

１ 事前対応型行政の構築と福岡県感染症対策連携協議会 

（１） 市は、平時から感染症の発生及びまん延の防止に重点を置いた事前対応型の

体制の構築に取り組みます。 

 

（２） また、県は保健所設置市（※）、感染症指定医療機関、診療に関する学識経験

者の団体、消防機関、その他の関係機関で構成される「福岡県感染症対策連携協

議会」を設置しています。市は、この協議会を通じて、本計画等について協議を行

うとともに、本計画に基づく取組状況を毎年報告し、ＰＤＣＡサイクルに基づく進捗

確認を行うことで、平時より感染症の発生及びまん延を防止していくための取組に

ついて、実施状況を検証し、関係者が一体となって改善を図ります。 

  （※）北九州市、福岡市、久留米市 

 

２ 市民一人一人に対する感染症の予防及び治療に重点を置いた対策 

今日、多くの感染症の予防及び治療が可能となってきていることから、感染症の発

生の状況、動向及び原因に関する情報の収集及び分析とその分析結果並びに感染

症の予防及び治療に必要な情報の積極的な公表を進めつつ、市民一人一人に対す

る感染症の予防及び感染症の患者に対する良質かつ適切な医療の提供を通じた早

期治療の積み重ねによる社会全体の予防を推進します。 

 

３ 人権の尊重 

（１） 感染症の予防と患者等の人権の尊重の両立を基本とする観点から、患者個人

の意思や人権を尊重し、一人一人が安心して社会生活を続けながら良質かつ適

切な医療を受けられ、入院の措置がとられた場合には早期に社会復帰ができるよ

う環境の整備に努めます。 

 

（２） 感染症に関する個人情報の保護に十分留意し、感染症に対する差別や偏見の

解消のため、報道機関に協力を求めることを含め、あらゆる機会を通じて正しい知

識の普及啓発に努めます。 

 

４ 健康危機管理の観点に立った迅速かつ的確な対応 

感染症の発生は、周囲へまん延する可能性があるため、市には市民の健康を守る

ための健康危機管理の観点に立った迅速かつ的確な対応が求められています。 

そのため、感染症の発生状況等を的確に把握することが不可欠であり、感染症発

生動向調査体制を確立するため、関係部局のみならず、医師会等の関係機関とも適

切に連携を図ります。また、健康危機管理の段階に応じた行動計画等の策定及びそ
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の周知を通じ、健康危機管理体制の構築を行います。 

 

５ 特定病原体等を適正に取り扱う体制の確保 

市は、特定病原体等の取扱いについて、運搬方法、保管方法その他の適切な取扱

い等に関するガイドライン等を遵守し、適正に取り扱う体制の確保に努めます。 

また、事故、災害等が発生した場合においては、市は、国や県、関係機関と連携を

取りつつ、その所持する特定病原体等による感染症の発生の予防及びまん延を防止

するため、迅速かつ的確に対応するとともに、国や県からの協力要請があった場合に

は、保健環境研究所及び保健所の職員の派遣その他特定病原体による感染症の発

生の予防又はまん延の防止のために必要な対応を行います。 

 

６ 予防接種の推進 

予防接種は、感染源対策、感染経路対策及び感受性対策からなる感染症予防対

策の中で、主として感受性対策を受け持つ重要なものです。そのため、市は、ワクチ

ンに関する正しい知識の普及を進め、市民の理解を得ながら、積極的に予防接種を

推進します。 
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第３ 基本的な方向へ取組を進めるためのそれぞれの役割 

１ 市の役割 

（１） 県と県内の保健所設置市は、各々の予防計画に沿って感染症対策を行うことか

ら、市は県が設置している福岡県感染症対策連携協議会の一員として、予防計画

を立案する段階から相互に連携して感染症対策を行います。 

 

（２） 市は、地域における感染症対策の中核機関である保健所や、感染症の技術的

かつ専門的な機関である保健環境研究所等が、それぞれの役割を十分に果たせ

るよう、体制整備や人材育成等の取組を計画的に行います。 

 

(３) 市は、複数の都道府県、保健所を設置する市及び特別区（以下、「都道府県等」

という。）にわたる広域的な地域に感染症のまん延のおそれがあるときには、近隣

の都道府県等や、人及び物資の移動に関して関係の深い都道府県等と相互に協

力しながら感染症対策を行います。また、このような場合に備えるため、国と連携

を図りながらこれらの都道府県等との協力体制についてあらかじめ協議をしてお

くよう努めます。また、新型インフルエンザ等感染症等発生等公表期間（以下、「新

興感染症発生等公表期間」という。）において、迅速に体制を移行し、対策が実行

できるよう、医療提供体制、保健所、検査及び宿泊療養の対応能力の構築に努め

ます。 

 

（４） 市が行う情報の提供等に当たっては、市民や医療関係者の意見を聞きながら、

関係機関と連携の上、必要な情報を適切に提供することとします。 

 

２ 市民の役割 

市民は、感染症に対する正しい知識を持ち、その予防に必要な注意を払うよう努

めることとします。また、偏見や差別により、感染症の患者等の人権を損なわないよう

にすることとします。 

 

３ 医師等の役割 

（１） 医師その他の医療関係者は、上記２に定める市民の役割に加え、医療関係者の

立場で市の施策に協力するとともに、感染症の患者等が置かれている状況を深く

認識し、患者等に対する適切な説明を行い、その理解の下に良質かつ適切な医療

を提供するよう努めることとします。 

 

（２） 病院、診療所、病原体等の検査を行っている機関、老人福祉施設等の開設者

及び管理者は、施設等における感染症の発生の予防及びまん延の防止のために
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必要な措置を講ずるよう努めることとします。 

 

４ 獣医師等の役割 

（１） 獣医師その他の獣医療関係者は、上記２に定める市民の役割に加え、獣医療関

係者の立場で市の施策に協力するとともに、感染症の予防に寄与するよう努める

こととします。 

 

（２） 動物等取扱業者（感染症法第５条の２第２項に規定する者をいう。以下同じ。）

は、自らが取り扱う動物及びその死体（以下、「動物等」という。）が感染症を人に感

染させることがないように、感染症の予防に関する知識及び技術の習得、動物等

の適切な管理その他の必要な措置を講ずるよう努めることとします。 
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第 2 章 各論 

第１ 感染症の発生の予防のための施策に関する事項 

１ 基本的な考え方 

（１） 事前対応型行政の構築を中心とした感染症対策 

感染症の発生を予防するため、平時から事前対応型行政を構築するとともに、国

や県等と連携し、感染症対策の企画、立案、実施及び評価を行うことが重要です。 

 

（２） 日常行われるべき施策及び関係機関等との連携 

感染症の発生の予防のための対策として日常行われるべき施策は、感染症発生

動向調査がその中心となりますが、さらに、平時（患者発生後の対応時（感染症法第

四章又は感染症法第五章の規定による措置が必要とされる状態をいう。以下同じ。）

以外の状態をいう。以下同じ。）における食品衛生対策、生活衛生対策及び環境衛生

対策等について、関係部局等との連携を図りながら具体的に施策を講じる必要があ

ります。また、患者発生後の対応時においては、感染症のまん延の防止のための対策

により適切に措置を講じる必要があります。 

 

（３） 予防接種 

予防接種による予防が可能であり、ワクチンの有効性及び安全性が確認されてい

る感染症については、実施体制の整備等を進め、予防接種法（昭和２３年法律第６８

号）に基づき適切に予防接種が行われることが重要です。また、市は、医師会等と十

分な連携を行い、個別接種の推進その他の対象者が接種をより安心して受けられる

よう地域の実情に応じた環境の整備を行う必要があります。さらに、市は、予防接種

が受けられる場所、機関等についての情報を積極的に提供していくことが重要です。 

 

２ 感染症発生動向調査 

（１） 市が感染症の発生の予防に関する施策を推進するに当たっては、感染症発生

動向調査を基本とします。 

また、市は、患者情報及び病原体情報を一元的に収集するとともに、その情報

の分析及び公表を行い、感染症に関する情報を広く市民や関係機関へ周知します。 

 

（２） 一類感染症、二類感染症、三類感染症、四類感染症、五類感染症、新型インフ

ルエンザ等感染症、指定感染症及び新感染症の情報収集、分析及び公表につい

ては、精度管理を含めて全国的に統一的な体系で進めていくことが不可欠です。 

そのため、市は、特に現場の医師に対して、感染症発生動向調査の重要性につ

いての理解を求め、医師会等を通じ、その協力を得ながら、適切に進めていきます。 
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（３） 市は、感染症法第１２条に規定する届出の義務について、医師会等を通じて医

療機関の医師に対し周知を行い、必要に応じて病原体の提出を求めるとともに、

最新の医学的知見を踏まえた感染症発生動向調査の実施方法の見直しについて

の検討やデジタル化が進む中での迅速かつ効果的に情報を収集・分析する方策に

ついての検討することとします。 

 

（４） 感染症法第１３条の規定による届出を受けた市は、その届出に係る動物又はそ

の死体が感染症を人に感染させることを防止するため、速やかに積極的疫学調査

の実施その他必要な措置を講じます。この場合においては、保健所、保健環境研

究所、動物愛護センター等が相互に連携して実施します。 

 

（５） 一類感染症、二類感染症、三類感染症及び新型インフルエンザ等感染症の患

者並びに新感染症にかかっていると疑われる者については、感染症法に基づく健

康診断等の感染症の発生の予防及びまん延の防止並びに良質な医療の提供が迅

速かつ適切に行われる必要があります。また、四類感染症については、病原体に汚

染された場合の消毒、ねずみ族の駆除等の感染症の発生の予防及びまん延の防

止のための措置が迅速かつ適切に行われる必要があるほか、一部の五類感染症

についても、感染の拡大防止のため迅速に対応する必要があることから、医師か

らの届出が適切に行われるようにします。 

 

（６） 二類感染症、三類感染症、四類感染症及び五類感染症の疑似症については、

感染症の発生の予防及びまん延の防止のための措置が迅速かつ適切に行われる

必要があることから、感染症法第１４条に規定する指定届出機関からの届出が適

切に行われるように取り組みます。なお、二類感染症、三類感染症、四類感染症又

は五類感染症の疑似症について、厚生労働大臣が認めたときは、必要に応じ、指

定届出機関以外の病院又は診療所の医師に対し、市長への届出を求めます。 

 

（７） 感染症の病原体の迅速かつ正確な特定は、患者への良質かつ適切な医療の提

供のために不可欠であり、さらに、感染症の発生の予防及びまん延の防止のため

に極めて重要な意義があります。そのため、市は、保健環境研究所を中心として、

病原体に関する情報を統一的に収集、分析し、公表する体制を構築していきます。   

また、保健環境研究所は、必要に応じて医療機関等の協力も得ながら、病原体

の収集・分析を行います。 

 

３ 結核に係る定期の健康診断 

（１） 高齢者、結核発病の危険性が高いとされる幾つかの特定の集団、発症すると二

第２章 第１ 



 

8 
 

次感染を起こしやすい職業等の定期の健康診断の実施が有効かつ合理的である

と認められる者については、重点的な健康診断の実施が重要です。 

 

(2) 感染症法施行令第１２条第２項第２号に基づき、市が実施する定期健康診断に

ついては、地域の実情に応じ、以下の者等を対象とします。 

ア 住所不定者 

イ 職場での健康管理が十分とはいえない労働者 

ウ 海外の結核高まん延地域からの入国者 

 

４ 食品衛生対策との連携 

飲食に起因する感染症である食品媒介感染症の予防に当たっては、食品の検査

及び監視を要する業種や給食施設への発生予防指導については、他の食中毒対策

と併せて食品保健部門が主体となり、二次感染によるまん延の防止等に関する情報

の公表や指導については感染症対策部門が主体となって、効果的かつ効率的な対

応を行います。 

 

５ 生活衛生対策及び環境衛生対策との連携 

（１） 平時において、水や空調設備、ねずみ族や昆虫等を介する感染症の発生予防

対策を講ずるに当たっては、市は、感染症を媒介するねずみ族や昆虫等（以下、

「感染症媒介昆虫等」という。）の駆除並びに防鼠及び防虫に努めることの必要性

等の正しい知識の普及、蚊を介する感染症が流行している海外の地域等に関する

情報の提供、カラス等の死亡鳥類の調査、関係業種への指導等について、感染症

対策部門と生活衛生部門及び環境衛生部門の連携を図りながら実施します。 

 

（２） 平時における感染症媒介昆虫等の駆除並びに防鼠及び防虫については、感染

症対策の観点からも重要です。この場合の駆除並びに防鼠及び防虫については、

県や事業者等と連携し、適切に実施するものとし、過剰な消毒及び駆除とならない

よう配慮します。 

 

６ 検疫所との連携 

検疫所から、検疫感染症に感染したおそれがある入国者の健康状態に異状を確

認した旨の通知があった場合には、市は、感染症の発生の予防及びまん延の防止並

びに患者に対する適切な医療の提供が、迅速かつ的確に行われるよう、検疫所と相

互に連携しながら対応します。 
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７ 関係機関及び関係団体との連携 

感染症の予防を効果的かつ効率的に進めていくため、感染症対策部門、食品衛生

部門、生活衛生部門及び環境衛生部門等との相互の連携に加え、学校、企業等の関

係機関及び団体とも連携を図ります。また、県、医師会等との連携体制を構築します。 

さらに、広域での対応に備え、国や県との連携強化や九州・山口九県における感染

症に対する広域連携に関する協定により、九州・山口各県との連携強化を図るほか、

検疫所との連携体制をあらかじめ構築します。 

 

８ 保健所及び保健環境研究所等の役割 

保健所は、感染症発生動向調査の一環として、患者や医療機関から情報を収集し

ます。また、保健環境研究所は、関係部局及び保健所と相互に連携するとともに、保

健環境研究所相互間の連携を密にし、患者等に関する情報及び病原体等に関する

情報の分析、提供を行います。 

 

９ 北九州市感染症対策連絡会 

市は、医療関係団体等から構成される北九州市感染症対策連絡会を設置し、感染

症の発生を予防し、又は感染症の発生時に迅速かつ的確に対応できるよう、連携強

化に努めます。 

なお、市は福岡県感染症危機管理対策委員会に参加し、県等との連携強化に努め

ます。 
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第２ 感染症のまん延の防止のための施策に関する事項 

１ 基本的な考え方 

（１） まん延防止対策の基本方針 

感染症のまん延の防止のための対策の実施に当たっては、患者等の人権を尊重し

つつ、健康危機管理の視点に立った迅速かつ的確な対応と、良質かつ適切な医療の

提供を通じた早期治療の積み重ねによる社会全体の予防の推進を図ることを基本と

します。 

 

（２） 感染症に関する情報の提供による予防啓発 

感染症のまん延の防止のためには、市は県等と連携し、感染症発生動向調査等に

よる情報の公表等を行うことにより、患者等を含めた市民、医療関係者等の理解と協

力に基づいて、市民が自ら予防に努め、健康を守る努力を行うことが重要です。 

 

（３） 情報の公表  

新型インフルエンザ等感染症、指定感染症又は新感染症（以下、「新興感染症」と

いう。）の発生の状況、動向及び原因に関する情報の公表に関し、住民の理解の増進

に資するため必要があると認めるときは、県からの要請に協力し、個人情報の保護に

留意の上、患者数等の情報を提供します。 

 

（４） 人権の尊重 

対人措置（感染症法第四章に規定する措置をいう。以下同じ。）等一定の行動制

限を伴う対策を行うに当たっては、必要最小限のものとし、仮に措置を行う場合であ

っても、患者等の人権を尊重することが必要です。 

 

（５） 感染症発生動向調査等により収集された情報の活用 

対人措置及び対物措置（感染症法第五章に規定する措置をいう。以下同じ。）を行

うに当たっては、感染症発生動向調査や積極的疫学調査等により収集された情報を

適切に活用するよう努めます。 

 

（６） 感染症の集団発生時における連携体制 

福岡県感染症対策連携協議会等を通じて、特定の地域に感染症が集団発生した

場合における医師会等の関係団体や近隣の地方公共団体との役割分担を整理して

おき、連携に努めます。 

 

（７） 広域的な感染症のまん延時における連携体制 

市は、複数の地方公共団体等にまたがるような広域的な感染症のまん延の場合に
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備えて、県や他の地方公共団体等との相互の連携体制の構築に努めます。なお、九

州・山口各県では、九州・山口九県感染症関係機関連絡会議を定期的に開催し、連

携を強化しています。 

 

（８） 臨時の予防接種 

感染症のまん延の防止のため緊急の必要があるときは、予防接種法第６条に基づ

く県の指示に従い、臨時の予防接種を行います。 

 

２ 検体の採取等、健康診断、就業制限及び入院 

（１） 対人措置における留意点 

対人措置を講ずるに当たっては、感染症の発生及びまん延に関する情報を対象と

なる患者等に提供し、その理解と協力を求めながら行うことを基本とし、人権の尊重

の観点から必要最小限のものとするとともに、審査請求に係る教示等の手続き及び

感染症法第２０条第６項に基づく患者等に対する意見を述べる機会の付与を厳正に

行います。 

 

（２） 検体の採取等における留意点 

検体の提出若しくは検体の採取に応じるべきことの勧告又は検体の採取の措置の

対象者は、一類感染症、二類感染症若しくは新型インフルエンザ等感染症の患者、疑

似症患者若しくは無症状病原体保有者若しくは感染症の患者と接触した者など当該

感染症にかかっていると疑うに足りる正当な理由のある者又は新感染症の所見があ

る者若しくは新感染症にかかっていると疑うに足りる正当な理由のある者とします。 

 

（３） 健康診断の勧告等における留意点 

健康診断の勧告等については、病原体の感染経路やその他の事情を十分に考慮

した上で、感染症の患者や感染源に濃厚に接触するなど科学的に当該感染症にかか

っていると疑うに足りる理由のある者を対象とします。 

また、感染症法に基づく健康診断の勧告等以外にも、必要に応じ、市が情報の公

表を的確に行うことにより、市民が自発的に健康診断を受けるよう勧奨します。 

 

（４） 就業制限における留意点 

就業制限については、その対象者の自覚に基づく自発的な休暇や、就業制限の対

象以外の業務に一時的に従事すること等により対応することが基本です。保健所長

は、対象者やその他の関係者に対し、このことの周知を行います。 
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（５） 入院の勧告等における留意点 

入院の勧告等に係る入院においては、医師から患者等に対する十分な説明と同意

に基づいた医療の提供を基本とします。市は、入院後も感染症法第２４条の２に基づ

く処遇についての市長に対する苦情の申出や、必要に応じての十分な説明及びカウ

ンセリング（相談）を通じ、患者等の精神的不安の軽減を図るよう医療機関に要請し

ます。 

市長が、入院の勧告を行う際には、保健所等の職員から患者等に対して、入院の

理由、退院請求、審査請求に関すること等、入院の勧告の通知に記載する事項を含

め十分な説明を行います。また、入院勧告等を実施した場合にあっては、講じた措置

の内容、提供された医療の内容及び患者の病状について、患者ごとに記録票を作成

する等の統一的な把握を行います。 

 

（６） 退院請求への対応 

入院勧告等に係る患者等が感染症法第２２条第３項に基づく退院請求を行った場

合には、当該患者が病原体の保有の有無の確認等を速やかに行います。 

 

３ 感染症の診査に関する協議会 

市は、感染症のまん延の防止の観点から、感染症に関する専門的な判断を行うた

め、感染症法第２４条第１項及び市の定める条例に基づき、感染症の診査に関する協

議会を設置します。なお、患者等への医療及び人権の尊重の視点からも審議を行う

必要があることから、市長は、その委員の任命に当たっては、この趣旨を十分に考慮

します。 

 

４ 消毒その他の措置 

消毒、感染症媒介昆虫等、物件に対する措置、建物への立入制限又は封鎖、交通

の制限及び遮断等の措置を講ずるに当たっては、市は、可能な限り関係者の理解を

得ながら実施していくよう努めるとともに、個人の権利に配慮しつつ、必要最小限の

ものとします。 

 

５ 積極的疫学調査 

（１） 感染症法第１５条に規定する感染症の発生の状況、動向及び原因の調査（以下、

「積極的疫学調査」という。）については、国際交流の進展等に即応するため、より

一層その内容を充実させることが必要です。 

 

（２） 市は、積極的疫学調査について、対象者の協力が得られるようその趣旨をよく

説明し、理解を得ることに努めます。また、一類感染症、二類感染症若しくは新型イ
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ンフルエンザ等感染症の患者又は新感染症の所見がある者については、正当な理

由なく応じない場合には、指示、罰則の対象となることを、人権に配慮しあらかじめ

丁寧に説明します。 

 

（３） 積極的疫学調査は、①一類感染症、二類感染症、三類感染症、四類感染症又

は新型インフルエンザ等感染症の患者が発生し、又は発生した疑いがある場合、

②五類感染症の発生の状況に異常が認められる場合、③国内で発生していない

感染症であって国外でまん延しているものが発生するおそれがある場合、④動物

が人に感染させるおそれがある感染症が発生し、又は発生するおそれがある場合、

⑤その他知事等が必要と認める場合に的確に行うものとします。この場合、保健所、

保健環境研究所、動物愛護センター等と密接な連携を図ることにより、地域におけ

る流行状況の把握並びに感染源及び感染経路の究明を迅速に進めます。 

 

（４） 市長が積極的疫学調査を実施する場合には、必要に応じて、国立感染症研究

所、国立研究開発法人国立国際医療研究センター、他の地方公共団体の地方衛

生研究所等の協力を求め、実施するとともに、他の地方公共団体等から協力の求

めがあった場合には、必要な支援を積極的に行います。 

 

６ 指定感染症への対応 

指定感染症は、健康危機管理の観点から緊急避難的に指定される感染症である

ことから、患者を診断した医師から当該感染症の届出を受けた場合には、国や県等と

連携しながら、当該感染症のまん延を防止するため、必要な対策を実施します。 

 

７ 新感染症への対応 

新感染症が疑われる症例が報告された場合には、国や県等との十分な連携を図る

とともに、技術的指導及び助言を受けながら、当該感染症のまん延を防止するため、

必要な対策を実施します。 

 

８ 食品衛生対策との連携 

（１） 食品媒介感染症が疑われる疾患が発生した場合、市においては、保健所長等

の指揮の下、食品衛生部門にあっては主として食品及び施設の検査等を行うとと

もに、感染症対策部門にあっては患者等に関する情報を収集する等の役割分担に

より、相互に連携を図りながら、迅速な原因究明を行います。 

 

（２） 病原体、原因食品、感染経路等が判明した場合には、食品衛生部門にあっては

一次感染を防止するため、原因物質に汚染された食品等の販売禁止、営業停止等
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の措置をとります。また、感染症対策部門にあっては必要に応じ消毒等を行います。 

 

（３） 二次感染による感染症のまん延の防止については、感染症対策部門において

感染症に関する情報の公表その他必要な措置をとるなどして、その防止を図りま

す。  

 

（４） 原因となった食品等の究明に当たっては、保健所は、保健環境研究所等との連

携を図りながら調査を実施します。 

 

９ 生活衛生対策及び環境衛生対策との連携 

水や空調設備、ねずみ族や昆虫等を介した感染症のまん延の防止に当たっては、

市の感染症対策部門にあっては、生活衛生部門及び環境衛生部門と連携を図ります。 

 

10 検疫所との連携 

検疫所は、国内に常在しない感染症の患者等が発生した場合においては、必要に

応じて、隔離又は停留の措置等を実施することとされています。 

市は、検疫所と緊密な連携を保ちながら、当該感染症のまん延の防止並びに患者

に対する良質かつ適切な医療の提供が迅速かつ的確に行われるよう必要な措置等

を行います。 

 

１１ 関係機関及び関係団体との連携 

感染症のまん延の防止のためには、特に感染症の集団発生や原因不明の感染症

が発生した場合にも対応できるよう、国や他の地方公共団体、医師会等の関係団体

との連携体制を構築します。 

 

１２ 北九州市健康危機対策（警戒）本部の設置 

市では、感染症等による健康危機が生じた場合、そのレベルに応じて、健康危機対

策本部又は健康危機警戒本部を設置し、健康危機管理のための組織を編成します。 

 

【健康危機レベルの分類基準と組織体制について】 

 

危機レベル 基準 組織体制
黄

（イエロー）
軽微な健康危機が発生し、又は発生
のおそれがあり、警戒が必要なとき

通常体制

橙
（オレンジ）

健康危機が発生し、又は発生のおそ
れがあり、警戒が必要なとき

健康危機警戒本部

赤
（レッド）

重大な健康危機が発生し、又は発生
のおそれがあり、警戒が必要なとき

健康危機対策本部
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第３ 感染症に係る医療を提供する体制の確保に関する事項 

 

 

 

１ 基本的な考え方 

（１） 近年の医学・医療の著しい進歩により、多くの感染症について治癒やコントロー

ルが可能になったことから、感染症の患者に対して早期に良質かつ適切な医療を

提供し、重症化を防ぐとともに、感染症の病原体の感染力を減弱し、かつ、消失さ

せることにより周囲への感染症のまん延を防止することを施策の基本とします。 

 

（２） 実際の医療現場においては、感染症に係る医療は特殊なものではなく、まん延

防止を担保しながら一般の医療の延長線上で行われるべきであるとの認識の下、

良質かつ適切な医療の提供が行われる必要があります。このため、第一種感染症

指定医療機関、第二種感染症指定医療機関及び第一種協定指定医療機関等にお

いては、①感染症の患者に対して、感染症のまん延の防止のための措置をとった

上で、できる限り感染症以外の患者と同様の療養環境において医療を提供するこ

と、②通信の自由が実効的に担保されるよう必要な措置を講ずること、③患者がい

たずらに不安に陥らないように、十分な説明及びカウンセリング（相談）を患者の心

身の状況を踏まえつつ行うこと等が重要です。また、結核指定医療機関において

は、患者に薬物治療を含めた治療の必要性について十分に説明し、理解及び同意

を得て治療を行うことが重要です。  
 

（３） 第一種感染症指定医療機関、第二種感染症指定医療機関、第一種協定指定

医療機関、第二種協定指定医療機関及び結核指定医療機関は、その機能に応じ

て、それぞれの役割を果たすとともに、特定感染症指定医療機関を含めた相互の

連携体制や、国立感染症研究所等との連携体制を構築する必要があります。 

 

（４） 新興感染症については、全国的かつ急速なまん延が想定され、入院患者及び

外来受診者の急増が想定されることから、新型コロナウイルス感染症対応における

医療提供体制を想定し、入院及び発熱患者に対応する医療機関や、その後方支

援を行う医療機関の確保、保健環境研究所等、保健所、民間検査機関等における

検査体制等の整備を迅速に行うことが重要です。その際、感染症医療と一般医療

との両立を図ることが必要です。また、迅速に適切な対応を行うためには、平時よ

り患者の検体等の迅速かつ効率的な収集体制の整備、医療機関での個人防護具

の備蓄や、感染症に対応できる人材の育成と確保が重要です。  

 

本事項については、都道府県が一義的・中心的に行うものであることから、市としては策定

せず、県予防計画の記載を引用することとします。 
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（５） 新興感染症発生からの一連の対応としては、国内での発生早期（新興感染症

発生から法に基づく厚生労働大臣による発生の公表前まで）の段階は、感染症指

定医療機関の感染症病床を中心に対応し、国は、その対応により得られた知見を

含む国内外の最新の知見等について、随時、収集及び医療機関等への周知を行

います。 

流行初期（発生の公表後の３か月を基本として必要最小限の期間を想定）に

は、まずは感染症指定医療機関が、引き続き対応を行います。また、知事による判

断に基づき、感染症指定医療機関以外の流行初期医療確保措置の対象となる医

療措置協定を締結した医療機関も中心に対応していきます。 

流行初期以降は、当該医療機関以外の医療措置協定を締結した医療機関のう

ち、公的医療機関等（公的医療機関等以外の医療機関のうち新興感染症に対応す

ることができる医療機関を含む。）も中心となった対応とし、その後３か月程度を目

途に、順次速やかに、医療措置協定を締結した全ての医療機関で対応していきま

す。 

なお、実際に発生及びまん延した新興感染症が、事前の想定とは大きく異なる

事態となった場合は、新型コロナウイルス感染症への対応（流行株の変異等の都

度、国が方針を提示）を参考に、国が、国内外の最新の知見や、現場の状況を把握

しながら、適切に判断し、周知します。 

 

 

２ 本県における感染症に係る医療を提供する体制 

(1) 第一種感染症指定医療機関 

知事は、主として一類感染症の患者の入院を担当させ、これと併せて二類感染症

流行初期以降
流行初期経過後から

３か月程度まで

流行初期
発生の公表から

３か月程度まで

発生早期
新興感染症発生から
法に基づく厚生労働

大臣による発生の公
表前まで

厚生労働大臣による
発生の公表

国内

１例目

感染症指定医療機関

流行初期医療確保措置の協定を締結した医療機関

全ての協定締結医療機関
※まず公的医療機関等や対応

可能な医療機関が対応し、
その後、順次速やかに対応
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又は新型インフルエンザ等感染症の患者の入院を担当させる医療機関として、感染 

症法第３８条第２項に基づく厚生労働大臣の定める基準に適合するものについて、第

一種感染症指定医療機関に指定します。指定にあたっては、原則として県内に１か所

とし、当該指定に係る病床は、原則として２床とします。 

 

(2) 第二種感染症指定医療機関 

知事は、二類感染症又は新型インフルエンザ等感染症の患者の入院を担当させる

医療機関として、感染症法第３８条第２項に基づく厚生労働大臣の定める基準に適合

するものについて、第二種感染症指定医療機関に指定します。感染症病床の指定に

当たっては、二次保健医療圏の人口規模を勘案して必要と認める病床数を６４床とし

ます。なお、結核病床の指定に当たっては、結核患者の発生状況等を踏まえ必要と認

める病床数を定めることとします。 

 

(3) 集団発生時等における一般医療機関への入院 

一類感染症又は二類感染症の集団発生や新型インフルエンザ等感染症の汎流行

時など、感染症指定医療機関のみによる医療の確保が困難となった場合や患者の病

状等から移送が困難であるなど緊急その他やむを得ない理由がある場合には、一般

の医療機関に緊急避難的にこれらの患者を入院させることを想定する必要がありま

す。特に、全国的かつ急速なまん延が想定される新興感染症については、入院患者

数及び外来受診者の急増が想定されることから、平時から、福岡県感染症対策連携

協議会等を通じて医師会や一般の医療機関と連携を図りながら、整備目標を定め、

感染症法に基づき締結する医療措置協定等により、当該感染症の患者の入院体制

及び外来体制や、当該感染症の後方支援体制を迅速に確保できるように努めます。 

 

３ 本県における新興感染症に係る医療を提供する体制 

(1) 医療措置協定 

県は、新興感染症が発生した際に、速やかに入院、外来診療、自宅療養者等への

医療等が提供できるよう、福岡県医療審議会や福岡県感染症対策連携協議会等を

活用し、関係者や関係機関と協議の上、平時から感染症法に基づく医療措置協定を

締結します。その際、幅広い医療機関が当該感染症に対応し、重症度に応じた入院

の受入れ、外来対応や後方支援等、役割分担が図られるよう医師会等の関係団体と

連携して調整します。 

医療措置協定の締結に当たっては、新型コロナウイルス感染症対応における医療

提供体制を参考とし、県単位で必要な医療提供体制を確保することを基本としつつ、

重症者用の病床の確保も行うとともに、特に配慮が必要な患者（精神疾患を有する

患者、妊産婦、小児、透析患者、障がい者児、高齢者、認知症である者、がん患者、
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外国人等）や感染症以外の患者への対応を含めて切れ目のない医療提供体制の整

備を図るよう努めます。 

 

(2) 第一種感染症指定医療機関 

県は、新興感染症発生等公表期間に新興感染症の入院を担当する医療機関と平

時に医療措置協定を締結し、第一種協定指定医療機関に指定します。なお、本医療

機関は県のホームページで公表します。 

 

（３） 第二種感染症指定医療機関 

県は、新興感染症発生等公表期間に新興感染症の発熱外来、自宅療養者等への

医療の提供を担当する医療機関、薬局、訪問看護事業所と平時に医療措置協定を

締結し、第二種協定指定医療機関に指定します。なお、本医療機関は県のホームペ

ージで公表します。 

 

(４) 後方支援及び人材派遣 

県は、新興感染症発生等公表期間に(2)又は(3)に代わって患者を受け入れる医

療機関又は感染症医療担当従事者等を派遣する医療機関と平時に医療措置協定を

締結します。なお、これら医療機関は県のホームページで公表します。また、回復した

患者の退院先となる高齢者施設等とも連携した上で、後方支援体制を整備するとと

もに、医療人材の応援体制を整備し、感染症法第４４条の４の２第１項から第３項まで

（これらの規定を感染症法第４４条の８において準用する場合を含む。）又は感染症

法第５１条の２第１項から第３項までの規定に基づく都道府県の区域を越えた医療人

材の応援を要請する場合の方針について、平時から確認するよう努めます。 

 

(５) 流行初期医療確保措置 

新興感染症が発生した際に、流行初期の段階から入院・発熱外来対応を行う旨の

医療措置協定を締結します。なお、本医療機関は県のホームページで公表します。な

お、実際に対応した医療機関については、流行初期医療確保措置の対象となります。 

 

(６) 公的医療機関等、特定機能病院及び地域医療支援病院 

公的医療機関等、特定機能病院及び地域医療支援病院については、各地域にお

けるその機能や役割を踏まえ、新興感染症発生等公表期間に新興感染症に係る医

療を提供する体制の確保に必要な措置を講ずることが義務付けられています。 
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(７) 高齢者施設等に対する医療支援体制 

(3)の第二種協定指定医療機関のうち、新興感染症発生等公表期間に、高齢者施

設等の療養者に対し、新興感染症に係る医療の提供を行う医療機関、薬局、訪問看

護事業所と平時に医療措置協定を締結し、特に高齢者施設等に対する医療支援体

制を確認します。 

 

(８) 医薬品等の備蓄等 

県は、新型インフルエンザ等感染症などの感染症の汎流行時に、地域におけるそ

の予防又は治療に必要な医薬品の供給及び流通が的確に行われるよう、国との適切

な役割分担のもと、必要な医薬品等の備蓄又は確保に努め、感染症に対応する医療

機関や薬局等が、必要に応じて使用できるように努めます。また、医療機関と平時に

感染症法に基づき医療措置協定を締結するに当たっては、診療等の際に用いる個人

防護具の備蓄を求めるように努めます。 

 

４ その他感染症に係る医療の提供のための体制 

(1) 一類感染症、二類感染症又は新型インフルエンザ等感染症の患者であっても、

最初に診察を受ける医療機関は、一般の医療機関であることが考えられ、さらに三

類感染症、四類感染症又は五類感染症については、原則として一般の医療機関に

おいて医療が提供されるものであります。このため、一般の医療機関においても、

これらの感染症に対する医療提供がなされることがあることに留意する必要があり

ます。 
 

(2) 一類感染症又は二類感染症等であって、国内に病原体が常在しないものにつ

いて、国内で患者が発生するおそれが高まる場合には、県は保健所設置市と連携

し、当該感染症の外来診療を担当する医療機関を選定し、保健所が当該医療機関

に感染が疑われる患者を誘導するなど初期診療体制を確立し、地域における医療

提供体制に混乱が生じないように検討します。  

 

(3) また、一般の医療機関においても、県等から公表された感染症に関する情報に

ついて、積極的に把握し、同時に、医療機関内において感染症のまん延の防止の

ために必要な措置を講ずることが重要です。さらに、感染症の患者に対して、差別

的な取扱いを行うことなく、良質かつ適正な医療を提供することが求められます。 

 

(4) 県等は、一般の医療機関における感染症の患者への良質かつ適切な医療の提

供が確保されるよう、医師会等の関係団体と緊密な連携を図ります。 
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５ 関係機関及び関係団体との連携 

(1) 県は、感染症の患者に対する良質かつ適切な医療の提供のため、一類感染症、

二類感染症及び新型インフルエンザ等感染症に対応する感染症指定医療機関に

ついて、必要な指導を積極的に行うとともに、感染症指定医療機関相互の連携や

協力体制、感染症の診療に関わる医療関係者の連携が図られるよう、その基盤の

整備に努めます。また、県は、福岡県感染症対策連携協議会や福岡県医療審議会

等を通じ、平時から、関係機関及び関係団体と連携し、新興感染症発生等公表期

間における医療提供体制を検討します。  

  

(2) 保健所は、地域における感染症対策の中核的機関として、感染症指定医療機

関等地域の中核的な医療機関、医師会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会等の関

係団体との緊密な連携を図ります。 

  

(3) 一般の医療機関は、多くの場合感染症患者を診察する最初の医療機関となる

ことから、当該医療機関での対応が感染症予防の観点からも、感染症の患者に対

する良質かつ適切な医療の観点からも極めて重要です。このため、県等は、医師

会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会等の関係団体との連携を通じて、一般の医

療機関との有機的な連携を図ります。  
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第４ 感染症の患者の移送のための体制の確保に関する事項 

１ 基本的な考え方 

市長が入院を勧告した患者又は入院させた患者の医療機関への移送体制の確保

に当たって、保健所のみでは対応が困難な場合に備え、消防機関との連携や民間事

業者等への業務委託等を図ることが重要です。 

 

２ 市における感染症の患者の移送のための体制 

（１） 市は、感染症の患者の移送について、平時から市の関係部局間で連携し、役割

分担、人員体制の整備を図るよう努めます。 

 

（２） 市は、福岡県感染症対策連携協議会等を通じ、県、他の保健所設置市や消防

機関と連携し、感染症の患者の病状を踏まえた移送の対象及び感染症の特性を

踏まえた移送体制の確保について、地域の救急搬送体制の確保の観点にも十分

留意して役割分担を協議します。また、一類感染症、二類感染症、新型インフルエ

ンザ等感染症、指定感染症、新感染症の発生に備え、移送に必要な車両の確保、

民間移送機関や民間救急等との役割分担をあらかじめ決めておくよう努めます。 

また、高齢者施設等に入所しており配慮を必要とする方の移送については高齢

者施設等の関係団体等とも連携し、移送の際の留意事項を含めて協議します。 

 

（３） 市域を超える移送については、あらかじめ福岡県感染症対策連携協議会等を

通じ、協議します。 

 

３ 関係機関及び関係団体との連携  

感染症法第２１条（感染症法第２６条第１項又は第２項において準用する場合を含

む。）又は感染症法第４７条の規定による移送を行うに当たり、県の入院調整体制に

基づき、円滑な移送が行われるよう努めます。また、平時から消防機関に対して医療

機関の受入体制の情報を共有する枠組みを整備するよう努めます。  

さらに、消防機関が傷病者を搬送した後、当該傷病者が、感染症法第１２条第１項

第１号等に規定する患者等であると医療機関が判断した場合には、医療機関から消

防機関に対して、当該感染症等に関し適切に情報等を提供することが重要です。 
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第５ 宿泊療養体制の確保に関する事項 

 

 

 

１ 基本的な考え方 

新興感染症が発生した場合には、重症者を優先する医療体制へ移行することも想

定されます。県は、自宅療養者等の家庭内感染等や医療体制のひっ迫を防ぐととも

に療養者に対して適切な医療を提供する観点から、新興感染症の特性や、感染力そ

の他当該感染症の発生及びまん延の状況を考慮しつつ、宿泊療養体制を整備でき

るよう、福岡県感染症対策連携協議会等を活用し、関係者や関係機関と協議の上、

平時から計画的な準備を行います。 

 

２ 本県における宿泊療養体制の確保 

県は、民間宿泊業者等と感染症の発生及びまん延時の宿泊療養体制の実施に関

する宿泊施設確保措置協定を締結すること等により、平時から宿泊療養施設の確保

を行います。 

県は、宿泊療養施設の運営に係る体制確保の方策を平時から検討し、宿泊療養施

設運営業務マニュアル等を整備します。また、感染症の発生及びまん延時には、医療

体制の状況を踏まえつつ、迅速に職員、資機材等を確保する等、円滑な宿泊療養施

設の運営体制を構築します。 

また、感染症の特性に応じ、宿泊療養者の情報を一元的に把握するためのＩＣＴの

活用等効率的に運用する方策や運営の質を向上するための方策について、医師会

等医療関係者の協力を得て、検討を行います。 

感染拡大時には、病床のひっ迫を防ぐことを目的に病院への搬送基準の見直し

や、宿泊療養施設における医療提供の方法・体制について見直しを行います。加え

て、入所者の状態が変化し医療機関の受診を必要とした際に、適切に対応できる体

制を整備します。 

 

３ 関係機関及び関係団体との連携 

県は、宿泊施設確保措置協定を締結する宿泊療養施設等の円滑な運営を図るた

めに、必要に応じて、福岡県感染症対策連携協議会等を活用します。 

 

 

 

 

 

本事項については、都道府県が一義的・中心的に行うものであることから、市としては策定

せず、県予防計画の記載を引用することとします。 
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第６ 新型インフルエンザ等感染症又は新感染症外出自粛対象者の療養生活の 

環境整備に関する事項 

１ 基本的な考え方 

新型インフルエンザ等感染症又は新感染症の外出自粛対象者（外出自粛に係る感

染症法の規定が適用される指定感染症にあっては、当該感染症の外出自粛対象者。

以下、「外出自粛対象者」という。）については、体調悪化時等に、適切な医療に繋げ

ることができる健康観察の体制の整備が重要です。また、外出自粛により生活上必

要な物品等の物資の入手が困難になることから、当該対象者について生活上の支援

が重要です。 

外出自粛対象者が高齢者施設等や障害者施設等において過ごす場合は、施設内

で感染がまん延しないような環境を構築することが重要です。 

 

２ 市における外出自粛対象者の療養生活の環境整備 

（１） 市は、県との連携や医療機関、医師会、薬剤師会、看護協会や民間事業者への

委託等を活用しつつ、外出自粛対象者の健康観察の体制を確保するよう努めます。 

 

（２） 市は、外出自粛対象者が外出しなくとも生活できるようにするため、民間事業

者への委託を活用しつつ、食料品等の生活必需品等を支給するなどの支援を行う

とともに、自宅療養時においても、薬物療法を適切に受けられるように必要な医薬

品を支給できる体制を確保します。また、介護保険の居宅サービスや障害福祉サ

ービス等を受けている場合には、介護サービス事業者や障害福祉サービス事業者

等と連携するよう努めます。 

 

（３） 市は、健康観察や生活支援等を効率的に行うため、ＩＣＴを積極的に活用するよ

う努めます。 

 

（４） 市は、高齢者施設等や障害者施設等において、県が医療措置協定を締結する

医療機関と連携し、必要に応じてゾーニング等の感染対策の助言を行うことがで

きる体制を平時から確保し、新興感染症の発生及びまん延時において施設内にお

ける感染のまん延を防止するよう努めます。 

 

３ 関係機関及び関係団体との連携 

（１） 市は、外出自粛対象者の健康観察や生活支援等の実施に当たっては、県が医

療協定を締結する第二種協定指定医療機関や医師会、薬剤師会、看護協会又は

民間事業者に委託することなどについても検討します。 
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（２） 市は、福祉ニーズのある外出自粛対象者が適切な支援を受けられるよう、介護

サービス事業者、障害福祉サービス事業者等と連携を深めるよう努めます。 
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第７ 感染症の予防又はまん延防止のための総合調整・指示の方針に関する事項 

 

 

 

１ 基本的な考え方 

(1) 感染症法第６３条の３第１項において、知事は、平時から新興感染症発生等公表

期間に至るまで、感染症の発生及びまん延を防止するため必要がある場合、感染

症対策全般について、保健所設置市の長、市町村長及び関係機関に対して総合

調整を行うこととされています。また、新興感染症発生等公表期間において、国民

の生死に直結する緊急性を有する入院勧告又は入院措置を実施するために必要

な場合に限り、知事は保健所設置市の長への指示を行います。  

 

(2) 感染症対策の実施については、基本的に県が主体となって総合調整を行います

が、人材の派遣、患者の移送等について、複数の都道府県や医療機関等に対して

広域的な総合調整を行う必要がある場合は、厚生労働大臣が知事や医療機関等

に対して総合調整を行います。また、感染症の発生を予防し、又はそのまん延を防

止するため緊急の必要がある場合等において、厚生労働大臣が知事等に対して指

示を行います。 

 

２ 本県における感染症の予防又はまん延防止のための総合調整・指示の方針 

(1) 知事による総合調整は、平時であっても感染症対策に当たり必要がある場合に

実行できることとし、保健所設置市の長、市町村長の他、医療機関や感染症試験

研究等機関といった民間機関も対象とします。新興感染症発生等公表期間におけ

る総合調整・指示の発動場面・要件等については、平時から関係者に共有するよう

努めます。なお、必要がある場合に限り、保健所設置市の長は知事に対して総合

調整を要請します。  

 

(2) 知事は、総合調整を行うために必要があると認めるときは、保健所設置市の長

や他の関係機関等に対し、報告又は資料の提供を求めます。  

 

(3) 知事による指示は、新興感染症発生等公表期間の際、県民の生死に直結する

緊急性を有する入院勧告や入院措置を実施するために必要な場合に限り、保健所

設置市の長に対してのみ行うこととします。 

 

(4) 県は、確保病床に円滑に患者が入院できるよう、流行初期から、医師会等医

療関係者の協力を得て、広域的な入院調整を行う本部の設置を検討します。ま

本事項については、都道府県が一義的・中心的に行うものであることから、市としては策定

せず、県予防計画の記載を引用することとします。 
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た、福岡県感染症対策連携協議会等を活用し、保健所や医療機関等との連携強

化を図り、保健所設置市に対する総合調整や、指示権限を適切に行使しながら、

円滑な入院調整体制の構築、実施を図ります。 
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第８ 感染症対策物資等の確保に関する事項 

 

 

 

１ 基本的な考え方 

医薬品や個人防護具等の感染症対策物資等については、感染症の予防及び感染

症の患者に対する診療において欠かせないものです。特に新型インフルエンザ等感

染症等の全国的かつ急速なまん延が想定される感染症が発生した際には、感染症対

策物資等の急速な利用が見込まれるため、平時から感染症対策物資等が不足しな

いよう対策等を構築することが重要です。 

 

２ 本県における感染症対策物資等 

県は、新興感染症の汎流行時に、個人防護具等の供給及び流通を適確に行うた

め、平時から個人防護具の流通備蓄体制を構築し、これを迅速に活用する体制の構

築に努めます。また、新興感染症が発生した場合には、必要に応じ感染症対策物資

等の需給状況を把握し、対策を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本事項については、都道府県が一義的・中心的に行うものであることから、市としては策定

せず、県予防計画の記載を引用することとします。 
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第９ 感染症及び病原体等に関する情報の収集、調査及び研究に関する事項 

１ 基本的な考え方 

感染症対策は、科学的な知見に基づいて推進されるべきものであることから、感染

症及び病原体等に関する情報の収集、調査及び研究は、感染症対策の基本となるべ

きものです。このため、国や県、関係機関等との連携のもと、医療 DX（デジタルトラン

スフォーメーション）の推進、調査及び研究に携わる人材の育成等の取組を通じて、

情報の収集、調査及び研究を積極的に推進していきます。 

 

２ 情報の収集、調査及び研究の推進 

（１） 市における感染症及び病原体等に関する情報の収集、調査及び研究の推進に

当たっては、地域における感染症対策の中核的機関である保健所及び感染症及

び病原体等の技術的かつ専門的な機関である保健環境研究所等がそれぞれの関

係部局と連携を図りつつ、計画的に取り組みます。 

 

（２） 保健所は、地域における感染症対策の中核的機関との位置付けから、感染症

対策に必要な情報の収集、疫学的な調査及び研究を保健環境研究所等との連携

の下に進めます。市は、地域における総合的な感染症の情報の発信に努めます。 

 

（３） 保健環境研究所等は、市における感染症及び病原体等の技術的かつ専門的な

機関として、国立感染症研究所や県の保健環境研究所等、市の関係部局（保健所

含む。）との連携の下に、感染症及び病原体等の調査、研究、試験検査並びに感染

症及び病原体等に関する情報等の収集、分析及び公表の業務を通じて感染症対

策に重要な役割を担います。 

 

（４） 感染症指定医療機関の医師は、保健所に対して電磁的方法で発生届を提出す

ることが必要です。なお、医療ＤＸの観点から、その他の医療機関の医師による発

生届についても、電磁的方法による届け出を行うよう努めることが必要です。 

 

（５） 感染症指定医療機関の医師は、新型インフルエンザ等感染症の患者又は新感

染症の所見がある者が入院した場合や、退院又は死亡した場合にも電磁的方法

で報告することが必要です。 

 

３ 関係機関及び関係団体との連携 

感染症及び病原体等に関する調査及び研究に当たっては、関係機関、関係団体が

適切な役割分担を行い、他の地方公共団体の地方衛生研究所等をはじめとする関

係研究機関と相互に十分な連携を図ります。 
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第１０ 病原体等の検査の実施体制及び検査能力の向上に関する事項 

１ 基本的な考え方 

感染症対策において、病原体等の検査の実施体制及び検査能力(以下、「病原体

等の検査体制等」という。)を十分に有することは、人権の尊重の観点や感染の拡大

防止の観点から極めて重要です。このため、保健所及び保健環境研究所等における

病原体等の検査体制等の充実を図るとともに、医療機関及び民間検査機関等におけ

る検査能力の向上に努めます。 

また、新興感染症のまん延に備え、平時から計画的な準備を行います。 

 

２ 市における病原体等の検査の推進 

（１） 市は、広域にわたり又は大規模に感染症が発生し、又はまん延した場合を想定

し、福岡県感染症対策連携協議会等を活用し、保健環境研究所や保健所等にお

ける病原体等の検査に係る役割分担を明確にした上で、それぞれの連携を図りま

す。 

 

（２） 市は、保健環境研究所が十分な試験検査機能を発揮できるよう、計画的な人

員の確保や配置を行う等、平時から体制整備を行います。保健環境研究所は、新

興感染症の発生初期において検査を担うことを想定し、平時からの研修や実践的

な訓練の実施、検査機器等の設備の維持、検査試薬等の物品の確保等を通じ、自

らの試験検査機能の向上に努めるとともに、地域の検査機関の資質の向上と精度

管理に向けて、積極的な情報の収集及び提供や技術的指導を行い、質の向上を

図ります。また、保健環境研究所は、国立感染症研究所の検査手法を活用して検

査実務を行うほか、保健所や他の地方公共団体の地方衛生研究所等と連携して

迅速かつ適確に検査を実施します。  

市は、新興感染症のまん延時に備え、検査体制を速やかに整備できるよう、県

との協力のもと、平時から計画的に準備を行います。 

 

３ 市における総合的な病原体等の検査情報の収集、分析及び公表のための体制 

の構築 

感染症の病原体等に関する情報の収集、分析及び公表については、患者に関する

情報とともに、感染症発生動向調査の中心をなすものであることから、市は、病原体

等に関する情報収集のための体制を構築するとともに、体系的な情報収集を行い、

患者情報と併せて県等と連携を図り、総合的に分析した上で、公表できるように努め

ます。 
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４ 関係機関及び関係団体との連携 

市は、病原体等の情報を収集するに当たり、医師会等の関係団体、民間検査機関

等と連携を図りながら進めることとし、特別な技術が必要とされる検査等については、

国立感染症研究所、大学の研究機関及び他の地方公共団体の地方衛生研究所等と

相互に連携を図り実施します。 
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第１１ 感染症の予防に関する人材の養成及び資質の向上に関する事項 

１ 基本的な考え方 

感染者が減少している感染症に関する知見を十分有する者が少なくなっている一

方で、新たな感染症対策に対応できる知見を有する医療現場で患者の治療に当たる

感染症の医療専門職の他にも、介護施設等でクラスターが発生した場合に適切な感

染拡大防止対策を行うための感染管理の専門家、感染症の疫学情報を分析する専

門家、そして行政の中においても感染症対策の政策立案を担う人材など多様な人材

が改めて必要となっています。この現状を踏まえ、市は、これらの人材を確保するた

め、感染症に関する幅広い知識や研究成果の医療現場へ普及等の役割を担うことが

できる人材の養成を推進します。 

 

２ 市における人材の養成及び資質の向上 

（１） 市は、国立保健医療科学院、国立感染症研究所等で実施される感染症対策・

感染症検査等に関する研修会等に、保健所及び保健環境研究所等の職員等を派

遣するとともに、市が感染症に関する講習会等を開催すること等により保健所の職

員等に対する研修の充実を図るなどして、養成した人材を保健環境研究所等や保

健所において活用します。 

加えて、県等はＩＨＥＡＴ（※）要員の確保や研修、ＩＨＥＡＴ要員との連絡体制の

整備やＩＨＥＡＴ要員及びその所属機関との連携の強化などを通じて、ＩＨＥＡＴ要員

による支援体制を確保します。なお、ＩＨＥＡＴについては、県と保健所設置市が連

携して運用することとし、市は県が行う県と保健所設置市間の役割分担の調整に

ついて、必要な協力を行います。 

  （※）感染症まん延時に地域の保健師等の専門職が、保健所等の業務を支援する

仕組み 

 

（２） 市は県が行う研修に、保健師を積極的に参加させる等、様々な機会を通じて、

人材の育成に努めます。 

 

（３） 市はＩＨＥＡＴ要員の確保や研修などを通じて、ＩＨＥＡＴ要員による支援体制を

確保します。また、平時から、ＩＨＥＡＴ要員への実践的な訓練の実施やＩＨＥＡＴ要

員の支援を受けるための体制を整備するなどＩＨＥＡＴ要員の活用を想定した準備

を行います。 

  

３ 医療機関等における感染症に関する人材の養成及び資質の向上 

第一種協定指定医療機関及び第二種協定指定医療機関を含む感染症指定医療

機関においては、感染症対応を行う医療従事者等の新興感染症の発生を想定した

第２章 第１１ 



 

32 
 

必要な研修・訓練を実施すること又は国、県、市等若しくは医療機関が実施する当該

研修・訓練への参加により、体制強化を図ることが重要です。また、新型インフルエン

ザ等感染症等発生等公表期間においては、感染症医療担当従事者等を他の医療機

関、宿泊療養施設及び高齢者施設等に派遣できるように平時から研修や訓練を実施

しておくことが重要です。 

 

４ 医師会等における感染症に関する人材の養成及び資質の向上 

医師会等の関係団体においては、会員等に対して感染症に関する情報提供や研

修を行うことにより、平時から感染症に対応した連携体制の構築、感染管理の専門

性を有する人材の養成に努めることが重要です。 

 

５ 関係機関及び関係団体との連携 

市は、関係機関及び関係団体が実施する研修へ職員を積極的に参加させるととも

に、その人材の活用等に努めます。 
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第１２ 感染症の予防に関する保健所の体制の確保に関する事項 

１ 基本的な考え方  

保健所は地域の感染症対策の中核的機関として、必要な情報の収集、分析、対応

策の企画立案・実施等を行う機関であるとともに、感染症の感染拡大時にも健康づく

り等地域保健対策も継続できることが重要です。また、平時より有事に備えた体制を

構築し、有事の際には速やかに体制を切り替えることができる準備が大切です。 

 

２ 市における感染症の予防に関する保健所の体制の確保のための方策 

（１） 市は、感染症対策に関連する部署間の役割分担や連携内容を平時から調整し

ます。感染症のまん延が長期間継続することも考慮し、必要となる保健所の人員数

を想定し、感染症発生時においてその体制を迅速に切り替えることができるように

します。 

 

（２） 市は、感染症発生時に迅速に対応できるよう、感染症に関する情報が、保健所

長に対して迅速かつ適切に伝達され、一元的に管理される体制を構築します。あ

わせて、外部人材の活用も含めた必要な人員の確保、受入体制の整備、必要な機

器及び機材の整備、物品の備蓄等を通じて、健康危機発生時に備えて、保健所の

平時からの計画的な体制整備を実施します。また、県による業務の一元化、外部委

託、ICT 活用も視野に入れた体制等について、検討を進めます。 

 

（３） 市は、地域の健康危機管理体制を確保するため、保健所に保健所長を補佐す

る統括的な役割を担う保健師等を配置します。 

 

３ 関係機関及び関係団体との連携 

（１） 市は、福岡県感染症対策連携協議会等の一員として、県や保健所設置市、消防

機関などの関係機関等と保健所業務に係る内容について連携します。 

 

（２） 保健所は、感染症発生時における連携体制を確保するため、平時から関係部

局と協議し役割分担を確認するとともに、関係する地方公共団体と協議し、感染症

発生時における協力について検討します。 
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第１３ 感染症に関する啓発及び知識の普及並びに感染症の患者等の人権の尊重

に関する事項 

１ 基本的な考え方 

市においては、適切な情報の公表、正しい知識の普及等を行い、医師等は患者等

への十分な説明と同意に基づいた医療を提供し、市民は、感染症について正しい知

識を持ち、自らが予防するように努め、患者等が差別を受けることがないよう配慮し

ていくことが重要です。また、市は、感染症のまん延の防止のための措置を行うに当

たって、人権を尊重して適切に対応するよう努めます。 

 

２ 感染症に関する啓発及び知識の普及並びに人権の尊重のための方策 

（１） 市は、診療、就学、就業、交通機関の利用等の場面において、患者等への差別

や偏見の排除、正しい知識の定着のため、国及び県に準じた施策を講じます。 

また、相談機能の充実等住民に身近なサービスの充実を図ります。特に、保健

所は、地域における感染症対策の中核的機関として、感染症についての情報提供、

相談等を行います。 

 

（２） 今般の新型コロナウイルス感染症では、一部の方に罹患後症状（いわゆる後遺

症）がみられました。こうしたことから、今後の感染症対応について、感染症罹患後

に、後遺症と思われる症状のある方については、対応可能な医療機関の紹介や国

や県等の取組に関する情報提供を行うなど、必要な対応に努めます。 

 

３ その他の方策 

（１） 患者等のプライバシーの保護に関して、医師は感染症の患者等に関する届出を

行った場合、状況に応じて、当該届出の事実等を患者等に告知するよう努めること

が重要です。 

 

（２） 市は、感染症の患者等に関する情報の公表に当たっては、患者等の人権を尊

重し、個人情報を保護する観点から、患者等に係る情報を適切に取り扱うとともに、

感染症に関して的確な報道がなされるよう、平時から報道機関との連携を密接に

行う等の体制整備を図ります。 

 

４ 関係機関との連携 

国や県、他の地方公共団体等と定期的に情報交換を行い、密接な連携を図ってい

きます。 

 

 

第２章 第１3 



 

35 
 

第１４ 緊急時における感染症の発生の予防及びまん延の防止、病原体等の検査

の実施並びに医療の提供のための施策（国及び地方公共団体連絡体制の

確保を含む。）に関する事項 

１ 緊急時における感染症の発生の予防及びまん延の防止並びに医療の提供 

（１） 一類感染症、二類感染症又は新感染症の患者の発生又はそのまん延のおそれ

が生じた場合の対応は、マニュアル等で定めます。 

 

（２） 国又は県が、感染症の患者の発生を予防し、又はそのまん延を防止するために

緊急の必要があると認め、市に対して感染症法により行われる事務について必要

な指示があった場合は、迅速かつ的確に対応します。 

 

（３） 新感染症の患者の発生や生物兵器を用いたテロ攻撃が想定される場合など、

市に十分な知見が集積されていない状況で感染症対策が必要とされる場合には、

市は、国や県等に対して、職員や専門家の派遣等の支援を要請し、的確な対応が

とられるようにします。 

 

２ 緊急時における地方公共団体相互間の連絡体制 

（１） 市は、県や他の地方公共団体と緊密な連絡を保ち、感染症の発生状況、緊急度

を勘案し、必要に応じて、相互に応援職員、専門家等の派遣を行います。また、市

から消防機関に対して、感染症に関する情報等を適切に連絡することとします。 

 

（２） 市は、県や関係市町村に対して、医師等からの届出に基づいて必要な情報を

提供するとともに、県等との緊急時における連絡体制を整備します。 

 

（３） 複数の市町村にわたり感染症が発生した場合であって緊急を要するときは、県

に、県内の統一的な対応方針の提示や市町村間の連絡調整を求めていきます。 

 

（４） 複数の都道府県等にわたり感染症が発生した場合又はそのおそれがある場合

には、国や県、他の地方公共団体との連絡体制の強化に努めます。 

 

３ 関係機関及び関係団体との連絡体制 

市は、平時から関係機関及び医師会等の関係団体と連絡体制を構築し、緊密な連

携を図ります。 
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第１５ その他感染症の予防の推進に関する重要事項 

 

 

 

１ 施設内（院内）感染の防止 

県等は、病院、診療所、病原体等の検査を行っている機関、老人福祉施設等にお

いて感染症が発生又はまん延しないよう、最新の医学的知見等を踏まえた施設内

（院内）感染防止に関する情報をこれらの施設の開設者又は管理者に適切に提供す

ることとします。また、これらの施設の開設者及び管理者にあっては、提供された感染

症に関する情報に基づき、必要な措置を講ずるとともに、普段より施設内の患者や職

員の健康管理を進めることにより、感染症が早期に発見されるよう努めることが重要

です。さらに、医療機関においては、院内感染対策委員会等を中心に院内感染の防

止に努めることが重要であり、実際にとった措置等に関する情報について、県等や他

の施設に提供することにより、その共有化を図ることが重要です。 

また、県等は、施設内（院内）感染に関する情報や研究の成果及び講習会・研修に

関する情報を、医師会等の関係団体の協力を得つつ、病院、診療所、病原体等の検

査を行っている機関、老人福祉施設等の現場関係者に普及し、活用を促していくよう

努めます。 

 

２ 災害防疫 

災害発生時における防疫措置は、生活環境が悪化し、被災者の病原体に対する抵

抗力が低下する等の悪条件下に行われるものであるため、知事等は、迅速かつ的確

に所要の措置を講じ、感染症の発生及びまん延の防止に努めます。その際、県等に

おいては、保健所等を拠点として、迅速な医療機関の確保や防疫活動、保健活動等

を実施します。 

なお、大規模災害等の発生により、行政機能が著しく損なわれるなどその活動等の

実施が困難と見込まれる場合には、医師会等の関係団体に対して支援を要請し、実

施体制の確保に努めます。 

 

３ 動物由来感染症対策 

（１） 県等は、動物由来感染症に対する必要な措置等が速やかに行えるよう、獣医師

等に対し、感染症法第１３条に規定する届出や狂犬病予防法（昭和２５年法律第２４

７号）に規定する届出の義務について周知を行うとともに、ワンヘルス・アプローチ

（人間及び動物の健康並びに環境に関する分野横断的な課題に対し、関係者が連

携してその解決に向けて取り組むことをいう。）に基づき、保健所等と関係機関及

び医師会、獣医師会などの関係団体との連携を図り、県民への情報提供を行いま

本事項については、都道府県が一義的・中心的に行うものであることから、市としては策定

せず、県予防計画の記載を引用することとします。 
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す。 

 

(2) ペット等の動物を飼育する者は、上記(1)により県民へ提供された情報等により

動物由来感染症に関する正しい知識を持ち、その予防に必要な注意を払うことが

重要です。  

 

（３） 積極的疫学調査の一環として動物の病原体保有状況調査（動物由来感染症の

病原体の動物における保有の状況に係る調査をいう。）により広く情報を収集する

ことが重要であるため、県等においては、保健所、保健環境研究所等、動物等取扱

業者の指導を行う機関等が連携を図りながら、調査体制の構築に努めます。 

 

（４） 動物由来感染症の予防及びまん延防止の対策については、感染症の病原体を

媒介するおそれのある動物に対する対策や、動物等取扱業者への指導、獣医師と

の連携等が必要であることから、県等の感染症対策部門は、ペット等の動物に関

する施策を担当する部門と適切に連携をとりながら、対策を講じます。 

 

４ 外国人に対する適用 

感染症法は、国内に居住し又は滞在する外国人についても同様に適用されるため、

保健所等の窓口に我が国の感染症対策について外国語で説明したパンフレットを備

えておく等の取組を進めます。 

 

５ 薬剤耐性対策 

県等は、医療機関及び獣医療機関において、薬剤耐性の対策及び抗菌薬の適正

使用が行われるよう、適切な方策を講じます。なお、県は、「福岡県ワンヘルス推進行

動計画」により具体的な取組を示し、その推進を図ります。 

 

６ その他総合的な対策の推進を図る必要がある特定の感染症 

結核や後天性免疫不全症候群、インフルエンザなど特に総合的に予防のための施

策を推進することとされている特定の感染症については、本計画によるもののほか、

国の定める特定感染症予防指針に即し、取組を進めることを基本とします。 

結核については、令和３年に日本の結核り患率は９．２となり、低まん延国となりま

したが、現在も多くの新規患者が発生しており、依然として、わが国最大の慢性感染

症であり、中長期的な取組が必要です。具体的には、成果目標として、令和７年まで

にり患率を７以下とするとともに、事業目標として、全結核患者及び潜在性結核感染

症の者に対する DOTS 実施率を９５パーセント以上、肺結核患者の治療失敗・脱落

率を５パーセント以下、潜在性結核感染症の治療を開始した者のうち治療を完了した
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者の割合を８５パーセント以上とすることを目指して取組みます。 

後天性免疫不全症候群については、若年層から中高年層の幅広い年齢層ととも

に、ＭＳＭ（男性間で性的接触を行う者）等の個別施策層に対して、正しい知識の普

及啓発に取組みます。併せて、保健所等における検査・相談体制の利便性を高めると

ともに、医師会、歯科医師会等の関係団体と連携し、医療提供体制の充実を図りま

す。 

また、新型インフルエンザ等により、県民への甚大な健康被害とこれに伴う種々の

社会的影響が懸念される事態については、特措法に基づき定める「福岡県新型イン

フルエンザ等対策行動計画」等により、具体的な対策等を示し、その推進を図ること

とします。 
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第１６ 感染症に係る医療を提供する体制の確保その他感染症の発生を予防し、又

はそのまん延を防止するための措置に必要な体制の確保に係る目標に関

する事項 

１ 市における数値目標 

本計画に記載した事項のうち、市における新興感染症対策に係る数値目標を、次

のとおりとします。 

区分 項目 
数値目標 

流行初期 流行初期以降 

（第１０関係） 

検査体制 

保健環境研究所で

の検査の実施能力 
180 件/日 

保健環境研究所の

検査機器の数 
２台（リアルタイム PCR） 

（第１１関係） 

保健所の 

体制整備 

流行開始から１か月

間において想定され

る業務量に対応す

る人員確保数 

２４２名/日  

即応可能なＩＨＥＡＴ

要員の確保数 
２０名/日 

区分 項目 数値目標 

（第１１関係） 

人材の養成・ 

資質の向上 

保健所職員及び市

職員に対する研修

及び訓練実施回数

（※１） 

１回以上/年（※２） 

（※１）国や国立感染症研究所等が実施する研修に職員を派遣した場合も含む。 

（※２）保健所職員等一人あたりの受講回数。 

 

２ 県における数値目標 

県における数値目標は、県予防計画において次のとおり定められています。 

 

区分 項目 流行初期 流行初期以降
①　入院病床数（感染症病床は除く） 350床 2,000床
　　うち重症者用   うち80床   うち200床
②　発熱外来機関数 55機関 2,100機関
③　自宅療養者等への医療提供機関数
　ア　病院・診療所
　イ　薬局
　ウ　訪問看護事業所

　ア　1,000機関
　イ　1,000機関
　ウ　　150機関

④　後方支援機関数 200機関

⑤　人材派遣人数
医師  　20人
看護師　20人

物資の確保
⑥　個人防護具を十分に備蓄する協定
　締結機関数

医療提供体制

協定締結医療機関（病院・診療所・訪問看
護事業所）のうち８割以上
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区分 項目 流行初期 流行初期以降

⑦-1　検査の実施能力

1,100件/日
（発熱外来機関数×
20人）
【参考】
・県　　 　560件
・北九州市 180件
・福岡市   250件
・久留米市 120件

25,200件/日
（発熱外来機関数×
12人）
【参考】
・県　　 　　560件
・北九州市 　180件
・福岡市  　 500件
・久留米市 　120件
※この他は、医療機
関、民間検査機関等
で対応

⑦-2　地方衛生研究所等の検査機器
　　台数

13台
・県　　　 6台
・北九州市 2台
・福岡市　 3台
・久留米市 2台

14台
・県　　　 6台
・北九州市 2台
・福岡市　 4台
・久留米市 2台

宿泊療養体制 ⑧　宿泊施設確保居室数 800室 2,400室

人材の養成・
資質の向上

⑨　研修・訓練回数（年間）

⑩‐1　感染症の予防に関する保健所
　　　の業務を行う人員

1,818人
・県　　　  832人
・北九州市　242人
・福岡市　　656人
・久留米市　 88人
※自治体により想定
する業務は異なる

⑩‐2　IHEAT要員の研修受講者数
　　　（年間）

検査体制

・⑤の協定を締結する医療機関　１回
・県　　　 　　　　　　　　　 １回
・北九州市　　　　　　　　　　１回
・福岡市　　　　　　　　　　　１回
・久留米市　　　　　　　　　　１回

保健所の
体制整備

75人
・県　　　  20人
・北九州市　20人
・福岡市　　30人
・久留米市　 5人
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